
附属明細書 （金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。）

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額
（単位：百万円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
有形固定資産 建物 231 87 9 308
（償却費損益内） 器具備品 686 84 10 761

車両 8 - - 8
計 925 171 19 1,077

有形固定資産 該当なし - - - -
（償却費損益外） 計 - - - -
非償却資産 該当なし - - - -
有形固定資産合計 建物 231 87 9 308

器具備品 686 84 10 761
車両 8 - - 8

計 925 171 19 1,077
無形固定資産 商標権（その他の資産） 2 - - 2

ソフトウェア 7,275 199 10 7,464
計 7,277 199 10 7,466

投資その他の資産 有価証券 222,609 94,639 55,948 261,301
預託金 489 - - 489
仮払金（ソフトウェア仮） - 1,085 - 1,085

計 223,099 95,725 55,948 262,875

      減価償却累計額 減損損失   差引当期末
　当期償却額 累計額  残　　　　　高 摘　　要

有形固定資産 建物 160 19 148
（償却費損益内） 器具備品 490 119 271

車両 8 3 -
計 658 141 - 419

有形固定資産 該当なし - - - -
（償却費損益外） 計 - - - -
非償却資産 該当なし - - - -
有形固定資産合計 建物 160 19 - 148

器具備品 490 119 - 271
車両 8 3 - -

計 658 141 - 419
無形固定資産 商標権（その他の資産） 1 0 0

ソフトウェア 6,031 1,729 1,433
計 6,033 1,729 - 1,433

投資その他の資産 有価証券 - - - 261,301
預託金 - - - 489
仮払金（ソフトウェア仮） - - - 1,085

計 - - - 262,875

２．たな卸資産の明細
　　　 該当事項はありません。

３．有価証券の明細
(1)流動資産として計上された有価証券
　　　 該当事項はありません。

(２)投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：百万円）
満期保有目的債券 種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評

価差額

利付国債（２０年）　第５９回 10,027 10,000 10,025 -
利付国債（２０年）　第６６回 10,108 10,000 10,100

利付国債（２０年）　第７３回 2,495 2,500 2,496

利付国債（２０年）　第７５回 2,525 2,500 2,522

利付国債（２０年）　第７６回 1,987 2,000 1,988

利付国債（２０年）　第７７回 3,033 3,000 3,031

利付国債（２０年）　第７８回 9,145 9,000 9,134

利付国債（２０年）　第８４回 7,011 7,000 7,011 -
利付国債（２０年）　第９２回 5,022 5,000 5,020 -
利付国債（２０年）　第９３回 7,988 8,000 7,988 -
利付国債（２０年）　第９４回 5,000 5,000 5,000 -
利付国債（２０年）　第９６回 4,993 5,000 4,994 -
利付国債（２０年）　第９７回 2,525 2,500 2,523 -
利付国債（２０年）　第９９回 11,065 11,000 11,064 -
利付国債（２０年）　第１０５回 1,014 1,000 1,014 -
利付国債（２０年）　第１０６回 1,019 1,000 1,019 -
利付国債（２０年）　第１０７回 10,007 10,000 10,007 -
利付国債（２０年）　第１１０回 17,007 17,000 17,006 -
利付国債（２０年）　第１１１回 2,031 2,000 2,030 -
利付国債（２０年）　第１１２回 9,987 10,000 9,988 -
利付国債（２０年）　第１１３回 4,007 4,000 4,006 -
利付国債（２０年）　第１１４回 7,962 8,000 7,963 -
利付国債（１０年）第２２９回 1,703 1,700 1,700 -
利付国債（１０年）第２３３回 4,010 4,000 4,002 -

資産の種類

資産の種類

摘要



利付国債（１０年）第２３５回 997 1,000 999 -
利付国債（１０年）第２３８回 2,589 2,500 2,522 -
利付国債（１０年）第２５６回 5,000 5,000 5,000 -
利付国債（１０年）第２５９回 3,997 4,000 3,999 -
利付国債（１０年）第２６０回 978 1,000 991 -
利付国債（１０年）第２６４回 1,493 1,500 1,497 -
利付国債（１０年）第２６６回 1,001 1,000 1,000 -
利付国債（１０年）第２６８回 1,496 1,500 1,498 -
利付国債（１０年）第２７３回 2,987 3,000 2,993 -
利付国債（１０年）第２８０回 5,001 5,000 5,001 -
利付国債　（５年）　第５３回 4,998 5,000 5,000 -
第２０回　共同発行市場公募
地方債

1,009 1,000 1,004 -
第２２回　共同発行市場公募
地方債

997 1,000 998 -
第３７回　共同発行市場公募
地方債

4,963 5,000 4,977 -
第５０回　共同発行市場公募
地方債

4,963 5,000 4,973 -
第５１回　共同発行市場公募
地方債

2,994 3,000 2,996 -
第５５回　共同発行市場公募
地方債

5,000 5,000 5,000 -
第６２回　共同発行市場公募
地方債

6,500 6,500 6,500 -
第６３回　共同発行市場公募
地方債

4,999 5,000 4,999 -
第７６回　共同発行市場公募
地方債

8,996 9,000 8,996 -
北海道公募公債（５年）　平成
１７年度第１３回

997 1,000 999 -
埼玉県公募公債　平成１３年
度第４回

1,513 1,500 1,503 -
千葉県公募公債　平成１６年
度第５回

497 500 498 -
千葉県公募公債　平成１７年
度第９回

1,496 1,500 1,499 -
東京都公募公債　第５７１回 511 500 502 -
東京都公募公債　第６０７回 1,497 1,500 1,499 -
神奈川県公募公債　第１２５回 998 1,000 999 -
神奈川県公募公債　第１２７回 1,495 1,500 1,498 -
兵庫県公募公債　平成１６年
度第９回

498 500 499 -
兵庫県公募公債　平成１６年
度第１２回

496 500 498 -
大阪府　特別第２１４回公債 305 300 301 -
大阪府　特別第２１７回公債 1,012 1,000 1,002 -
政府保証第１２回　国民生活
債券

1,299 1,300 1,299 -
政府保証第４回　　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

1,994 2,000 1,997 -
政府保証第７回　　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

3,603 3,600 3,601 -
政府保証第１２回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

2,000 2,000 2,000 -
政府保証第３３回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

2,489 2,500 2,492 -
政府保証第３６回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

1,999 2,000 1,999 -
政府保証第５８回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

3,486 3,500 3,489 -
政府保証第６０回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券

4,988 5,000 4,990 -
政府保証第３回　東日本高速
道路債券

2,000 2,000 2,000 -
政府保証第５回　中日本高速
道路債券

1,000 1,000 1,000 -
第６回　政府保証中部国際空
港債

1,199 1,200 1,200 -
第１８０回　政府保証中小企業
債

1,498 1,500 1,499 -
第１９５回　政府保証首都高速
道路債

996 1,000 998 -
第３３４回　政府保証道路債 498 500 499 -
第３４６回　政府保証道路債 998 1,000 999 -
第８１３回　政府保証公営企業
債

2,505 2,500 2,502 -
第８２３回　政府保証公営企業
債

1,834 1,900 1,873 -
第８４４回　政府保証公営企業
債

499 500 500 -
第８７４回　政府保証公営企業
債

2,489 2,500 2,492 -

計 261,313 261,000 261,301 -
関係会社株式 銘柄 取得価額 純資産に持分割合

を乗じた価額
貸借対照表計上額 当期費用に含まれた

評価差額
該当なし - - - -

計 - - - -
その他有価証券 種類及び銘柄 取得価額 時価 貸借対照表計上額 当期費用に含まれ

た評価差額

その他有価証券評価差額 摘要

Sewon Telecom株式会社 0 0
計 0 0

貸借対照表計上額合計 261,301

摘要



４．長期貸付金の明細
　　　 該当事項はありません。

５．長期借入金の明細
　　　 該当事項はありません。

６．債券の明細
　　　 該当事項はありません。

７．引当金の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 期末残高 摘要
目的使用 その他

賞与引当金 126 127 126 - 127
計 126 127 126 - 127

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細
（単位：百万円）

区分 摘  要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

保険代位債権等 239,786 △ 1,259 238,526 210,049 △ 6,178 203,872
未収収益
　　保険代位債権等に係る債権 306 108 414 - - -
未収収益
　　一般債権 598 194 792 - - -
未収保険料
　　一般債権 2,829 1,979 4,808 - - -
再保険貸
　　一般債権 1,493 △ 886 607 - - -
未収金
　　一般債権 37 118 156 - - -
未収金
　　保険代位債権等に係る債権 7 9 16 - - -

計 245,055 263 245,319 210,049 △ 6,178 203,872

９．退職手当引当金の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要
退職給付債務合計額 162 93 14 241
　　退職一時金に係る債務 162 93 14 241
　　厚生年金基金に係る債務 - - - -
　　整理資源負担金に係る債務 - - - -
　　恩給負担金に係る債務 - - - -
未認識過去勤務債務及び
未認識数理計算上の差異 - - - -
年金資産 - - - -

退職手当引当金 162 93 14 241
期末要支給額を記載
しております。

１０．法令に基づく引当金等の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

支払備金
2,837 1,124 2,837 1,124

（注１）

責任準備金
14,096 17,108 14,096 17,108

（注１）

貸倒引当金
210,049 203,872 210,049 203,872

（注１）
（注２）

計
226,982 222,103 226,982 222,103

（注１）「独立行政法人日本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に基づく経済産業大臣が定める算定の方法について」（平成13年3月29日平成13･03・27貿第2号）に基づき算出した額を
　　　計上しております。引当て及び取崩しの基準につきましては、決算期に洗替法により行っております。
（注２)貸倒引当金と対象資産総額との関係は「８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細」に記載しております。

１１．保証債務の明細
　　　 該当事項はありません。

貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

当期減少額



１２．資本金及び資本剰余金の明細
（単位：百万円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金 政府出資金 104,352 - - 104,352
計 104,352 - - 104,352

資本剰余金 保険代位債権等評価差額金
　うちリスケ債権等評価差額 49,225 - - 49,225
　うち信用事故債権等評価差額 △ 3,838 - - △ 3,838

計 45,386 - - 45,386
資産計上評価差額 95,271 95,271

計 95,271 - - 95,271
損益外減価償却累計額 - - - -
損益外減損損失累計額 - - - -

差引計 140,658 - - 140,658

１３．積立金の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

１４．目的積立金の取崩しの明細
　　　 該当事項はありません。

１５．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
　　　 該当事項はありません。

１６．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
　　　 該当事項はありません。

１７．役員及び職員の給与の明細
(単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員
(800) (1) (0) (0)

役員 73,512 5 13,638 1
(0) (0) (0) (0)

職員 1,359,618 150 0 0
(800) (1) (0) (0)

合計 1,433,130 155 13,638 1
(注）
１．役員報酬基準の概要 理事長 1,125,000円

理事（＊） 960,900円
理事 890,900円
監事 702,900円 を月額として支給しております。
（＊）理事長の職務代行を行う順位が第１位である理事。
その他諸手当については「独立行政法人日本貿易保険役員報酬規則」に基づき支給しております。
非常勤監事の報酬は、800,000円を年額として支給しております。

２．支給人員 職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人数を記載しております。
３．非常勤役員の支給額 非常勤役員については内数を（　　）で記載しております。
４．職員給与基準の概要 職員の給与は俸給及び諸手当としております。

給与は「独立行政法人日本貿易保険給与規則」に基づき支給しております。
５．役員退職手当基準の概要 「独立行政法人日本貿易保険役員退職手当支給規則」に基づき支給することとしております。
６．職員退職手当基準の概要 「独立行政法人日本貿易保険退職手当規則」に基づき支給することとしております。

１８．開示すべきセグメント情報
　　　　当事業年度は単一セグメントによって事業を行っているため、記載を省略しております。

被出資債権等（未収収益を除く）
の第２期から第４期会計年度の間
の評価差額であります。

被出資債権の資産計上による
評価額であります。

区分
報酬又は給与 退職手当

摘要

20,349 前期末の当期未処理損失と積立金とを相殺しておりま
す。

前中期目標期間繰越積立金 24,585 - 4,236

区分



１９．主な資産、負債、費用及び収益の明細

（１）現金及び預金
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
普通預金 9,372
現金 1
合計 9,373

（２）保険代位債権等
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
債務繰延に関する非常事故債権 235,028
（内訳）イラク 108,612
　　　　 キューバ 43,181
　　 　　アルゼンティン 39,520
　　 　　スーダン 11,860
　　　　 インドネシア 10,438
　　　　 他 21,417
信用事故債権 3,009
買取債権 489
合計 238,526

（３）正味収入保険料
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
貿易一般保険 3,752
海外事業資金貸付保険 5,686
海外投資保険 724
貿易代金貸付保険 325
受再保険 166
輸出手形保険 51
限度額設定型貿易保険 78
中小企業保険 2
前払輸入保険 0
合計 10,784

（４）事業費及び一般管理費
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
情報処理費 1,937
ソフトウェア償却 1,729
給　　与 1,040
賃借料 549
業務委託費 354
海外事務所運営費 284
賞　　与 267
法定福利費 154
減価償却費 141
賞与引当金繰入 127
外国旅費 106
報酬等 100
退職手当引当金繰入 93
通信費 66
雑費 25
研修費 22
広告宣伝費 17
消耗品費 16
会費 13
その他 77
合計 7,116

２０．関連公益法人等に関する事項

該当事項はありません。


	★附属明細１（百万円）
	★附属明細２（百万円）

